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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第９期

第３四半期
累計期間

第８期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年９月30日

自 2022年１月１日
至 2022年12月31日

売上高 (千円) 593,196 635,988

経常損失（△） (千円) △170,972 △321,313

四半期（当期）純損失（△） (千円) △171,620 △322,178

資本金 (千円) 381,507 345,732

発行済株式総数 (株) 1,906,750 6,670

純資産額 (千円) 32,069 133,039

総資産額 (千円) 670,124 683,547

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △101.22 △204.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 4.8 19.3

回次
第９期

第３四半期
会計期間

会計期間
自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △27.60

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載

しておりません。

４．当社は、第８期第３四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、第８期第３四半期

累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。第８期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純損失を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当新規上場のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性が

あると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Iの部）に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は655,538千円となり、前事業年度末に比べ10,775千円減少いたしま

した。これは主に売掛金が36,924千円及び現金及び預金が11,482千円増加しましたが、未収入金が58,603千円減少

したことによるものであります。固定資産は14,585千円となり、前事業年度末に比べ2,647千円減少いたしまし

た。これは主に差入保証金が3,018千円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、670,124千円となり、前事業年度末に比べ13,423千円減少いたしました。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は433,175千円となり、前事業年度末に比べ112,452千円減少いたしま

した。これは主に預り金が63,234千円、未払金が38,747千円及び短期借入金が13,500千円減少したことによるもの

であります。固定負債は204,879千円となり、前事業年度末と比べ200,000千円増加となりました。これは長期借入

金が200,000千円増加したことによるものであります。

　この結果、負債合計は、638,055千円となり、前事業年度末に比べ87,547千円増加いたしました。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は32,069千円となり、前事業年度末に比べ100,970千円減少いたし

ました。これは主に新株発行及び新株予約権の権利行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ35,775千円増加し

ましたが、四半期純損失計上により利益剰余金が171,620千円減少したことによるものであります。

(2) 経営成績の状況

　当年度の第３四半期においては、引き続きCtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」を中心としつつ、他サー

ビスも含めて継続的な成長を遂げております。具体的には、行政における新年度が４月から開始することに伴い、

行政からの受託案件も徐々に増加し、今年度の取引自治体数は９月時点で36自治体となっております。また、昨年

より開始したサブスクリプションサービスも順調にラインナップを拡充しております。

　CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」においては、登録ユーザー数が70万人を超え、順調に拡大を続けて

おります。また、ふるさと納税については、総務省の制度改正に伴う駆け込み需要があり、９月は見込みを大幅に

超えました。さらには、サブスクリプションサービスとして、７月に「ぶどうの最旬リレー定期便」、８月に「秋

の味覚フルーツ定期便」、９月に「りんごのコンプリート定期便」といった定期便サービス、８月に「夏の魚介・

贅沢セット」といった詰め合わせ商品の販売を行うなど、全国各地の生産者ネットワークを活用した商品開発も積

極的に展開しております。

　行政からの受託案件については、第２四半期と同様の傾向が続き、従来メインであった、CtoCプラットフォーム

「ポケットマルシェ」を基盤とした一次産品の販促に係るサービスに加えて、移住や観光分野の新領域でのサービ

ス受託が増加しています。第３四半期では、新たに宮崎県より県産水産物の販路開拓業務、岩手県より県産農林水

産物の販路開拓業務、佐賀県より移住セミナーの企画運営業務等を受託し、実施しております。
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　夏に開催した「ポケマルおやこ地方留学」は、北海道・岩手・京都・和歌山・福岡での５箇所で開催され、のべ

293名が地方に1999日間滞在しました。2022年度夏季の１拠点開催に比較し開催拠点の拡充を行い、順調に推移し

ております。

この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高593,196千円、営業損失211,991千円、経常損失170,972千円、

四半期純損失171,620千円となりました。

なお、当社は、関係人口創出セグメントの単一セグメントで事業運営を行なっておりますが、個人向け食品関連

サービス、企業・自治体向けサービス、個人向け旅行関連サービスの３種類のサービスに分類することができ、当

第３四半期累計期間の売上は、個人向け食品関連サービス422,949千円、企業・自治体向けサービス143,805千円、

個人向け旅行関連サービス26,441千円となっております。

また、当社が主要な経営指標と置いているインパクト指標については、サービス開始より、①顔の見える流通総

額は累計で約79億530万円、②コミュニケーション数は累計で約874万9000件、③都市住民が生産現場で過ごした延

べ日数は累計で2,631日となっております。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

(4）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

　 該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,627,000

計 7,627,000

（注）2023年８月30日開催の臨時株主総会決議により、2023年８月30日付で定款の変更を行い、発行可能株式総数が
19,492株減少し、30,508株となっております。また、2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２
日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っており、またこれに伴う定款の変更を行い、発行可能株
式総数は7,596,492株増加し、7,627,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,906,750 1,906,750 非上場 単元株式数は100株であります。

計 1,906,750 1,906,750 ― ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

　 ２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

名称 第12回新株予約権

決議年月日 2023年８月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社従業員 ３

新株予約権の数（個） ※ 146 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式146 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 450,000 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年８月26日～2033年８月25日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 450,000
資本組入額 225,000

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３、４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

（注）５

　※新株予約権の発行時（2023年８月30日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、最近事業年度の末日現在は１株、提出日現在は250株でありま
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す。
ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調
整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の
算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。
(1) 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について(注４)に定める取得事由が発

生していないことを条件とし、(注４)に定める取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないもの
とする。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(2) 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場(以下「株式公開」という。)がなされるまで
の期間、及び株式公開から６か月が経過する日までの期間は、本新株予約権を行使することはできないも
のとする。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(3) 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの
とする。

４．当社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件は、以下のとおりです。
(1) 当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又

は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転(以下これらを総称して「組織再編行為」という。)
について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議(株主総会決議に替えて総株主の同
意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決議)が行
われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者(当社の株主を含
む。)に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場合(株式交
付による場合を除く。)には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社を株式交付子会社とする株式交付による株式譲渡について法令上若しくは当社の定款上必要な当社の
承認が行われた場合、又はかかる株式交付の効力発生日が到来した場合には、当社は本新株予約権を無償
で取得することができる

(4) 当社の株主による株式等売渡請求(会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。)を当社が承認
した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(5) 権利者が下記のいずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することが
できる。

① 当社又は当社の子会社(会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会社」とい
う。)の取締役

② 当社又は子会社の使用人
③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、請負等

の継続的な契約関係にある者
(6) 次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することができ

る。
① 権利者が禁固以上の刑に処せられた場合
② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員若しく

は使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。ただし、当社の書面による事
前の承認を得た場合を除く。

③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合
④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分を受け

た場合
⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不

渡りとなった場合
⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他これらに

類する手続開始の申立があった場合
⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合
⑧ 権利者が反社会的勢力(暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他暴力、

威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下同じ。)であるこ
と、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を行っていることが判明した場
合

⑨ 権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合
(7) 権利者が当社又は子会社の取締役又は使用人の身分を有する場合(本新株予約権発行後にかかる身分を有
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するに至った場合を含む。)において、次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は、未行使の
本新株予約権を無償で取得することができる。

① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合
② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合

(8) 当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができる。この場合、会社法第273
条第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当社が適
切と判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要とされる場
合には、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。

５．当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利
者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若し
くは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社(いずれの場合も株式会社に限る。以下
総称して「再編対象会社」という。)の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。但し、下
記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又は計画において
定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す
るものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類再編対象会社の普通株式とする。
(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数組織再編行為の条件等を勘案の上、第１項に準じて決定

する。
(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法組織再編行為の条件等を勘案の上、第

４項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、第(3)号に従って決定される当該新株
予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間第５項に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と
組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第５項に定める新株予約権を行使することができ
る期間の末日までとする。

(6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にか
かる契約又は計画において定めるものとする。

(7) 新株予約権の譲渡制限新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会(取締役会非設置会社の場合
は株主総会)の承認を要するものとする。

(8) 組織再編行為の際、本項の取扱いに決定する。
６．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分

割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行
使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が
調整されております。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年８月29日
（注）１

57 6,727 12,825 358,557 12,825 158,557

2023年８月30日
（注）２

900 7,627 22,950 381,507 22,950 181,507

2023年９月２日
（注）３

1,899,123 1,906,750 ― 381,507 ― 181,507

（注）１．有償第三者割当増資 57株
　 発行価格 450,000円
　 資本組入額 225,000円
　 割当先 PNB-INSPiRE Ethical Fund 1 投資事業有限責任組合、小橋工業株式会社
　 ２．新株予約権の行使による増加であります。
　 ３．株式分割（１：250）によるものであります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式
1,905,400

19,054

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株となってお
ります。

単元未満株式
普通株式

1,350
― ―

発行済株式総数 1,906,750 ― ―

総株主の議決権 ― 19,054 ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2023年７月１日から2023年９月30日まで)及び第３四半期累計期間(2023

年１月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 400,167 411,649

売掛金 43,076 80,000

商品 300 ―

仕掛品 413 2,001

貯蔵品 32 21

前払費用 9,769 11,729

未収入金 207,509 148,905

未収消費税等 4,986 ―

その他 116 1,335

貸倒引当金 △58 △106

流動資産合計 666,314 655,538

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 0 0

建物附属設備（純額） 1,642 1,555

工具、器具及び備品（純額） 455 113

有形固定資産合計 　 2,098 1,669

無形固定資産

商標権 4,583 4,593

無形固定資産合計 4,583 4,593

投資その他の資産

出資金 10 10

敷金 4,200 5,004

差入保証金 6,077 3,058

長期前払費用 265 249

投資その他の資産合計 10,552 8,322

　固定資産合計 17,233 14,585

資産合計 683,547 670,124
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,733 20,025

1年内返済予定の長期借入金 1,521 ―

短期借入金 　※ 113,500 100,000

未払金 132,789 94,042

未払費用 45,409 41,077

未払法人税等 865 2,859

未払消費税等 ― 9,860

前受金 10,856 ―

契約負債 6,862 2,048

預り金 225,879 162,644

その他 211 618

流動負債合計 545,628 433,175

固定負債

長期借入金 ― 200,000

資産除去債務 4,879 4,879

　固定負債合計 4,879 204,879

負債合計 550,508 638,055

純資産の部

株主資本

資本金 345,732 381,507

資本剰余金

資本準備金 145,732 181,507

資本剰余金合計 145,732 181,507

　利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △359,325 △530,945

利益剰余金合計 △359,325 △530,945

株主資本合計 132,139 32,069

新株予約権 900 ―

純資産合計 133,039 32,069

負債純資産合計 683,547 670,124
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日

　至 2023年９月30日)

売上高 ※ 593,196

売上原価 217,744

売上総利益 375,451

販売費及び一般管理費 587,442

営業損失（△） △211,991

営業外収益

受取利息 3

補助金収入 25,902

助成金収入 15,856

雑収入 7,278

　営業外収益合計 49,041

営業外費用

支払利息 2,457

上場関連費用 2,000

チャージバック損失 2,839

雑損失 724

　営業外費用合計 8,022

経常損失（△） △170,972

税引前四半期純損失(△) △170,972

法人税、住民税及び事業税 648

四半期純損失（△） △171,620
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく

借入金未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
（2022年12月31日）

当第３四半期会計期間
（2023年９月30日）

当座貸越極度額 200,000千円 250,000千円

借入実行残高 100,000 〃 100,000 〃

差引額 100,000千円 150,000千円

(四半期損益計算書関係)

※ 売上高の季節的変動

当第３四半期累計期間(自2023年１月１日 至2023年９月30日)

当社の四半期における業績は、第４四半期(10月～12月)において、売上高及び営業利益が偏重する傾向にあり

ます。これは、自治体支援サービスの実施が集中すること、ふるさと納税の需要が年末にピークになること等に

よるものです。一方、当社の第２四半期(４月～６月)は、自治体支援サービスが、自治体年度のスタートととも

に、自治体の事業発注先の選定などの準備期間にあたる等の理由から、他の四半期と比較して売上が減少する傾

向があり、業績に季節的変動があります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

減価償却費 823千円

(株主資本等関係)

　 当第３四半期累計期間(自2023年１月１日 至2023年９月30日)

　 １ 配当金支払額

　 該当事項はありません。

２ 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

　 該当事項はありません。

　 ３ 株主資本の著しい変動

2023年８月29日付で、PNB-INSPiRE Ethical Fund 1 投資事業有限責任組合及び小橋工業株式会社から第三

者割当増資の払込みを受け、資本金が12,825千円、資本剰余金が12,825千円増加しました。また、2023年８月

30日付で、ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使により、資本金が22,950千円、資本剰余金が

22,950千円増加しました。この結果、当第３四半期累計期間において資本金が35,775千円、資本剰余金が

35,775千円増加し、当第３四半期会計期間末において資本金が381,507千円、資本剰余金が181,507千円となっ

ております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年９月30日)

当社の事業は、関係人口創出事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)
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当第３四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年９月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年９月30日)

　一時点で移転される財及びサービス 569,246

　一定の期間にわたり移転される財及
びサービス

23,949

顧客との契約から生じる収益 593,196

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 593,196

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △101.22

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △171,620

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △171,620

普通株式の期中平均株式数(株) 1,695,596

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注）１．2023年12月期第３四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

２．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失を算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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